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昭和59年度の地質調査所の研究

企画室

剥��捨�慮�湧�晩捥

地質調査所の昭和59年度の基本方針及び研究計画の概

要を以下に紹介する.

地質調査所は地質及び地下資源に関する調査研究を

総合的に実施する国立研究機関として

(!)国土及びその周辺海域の地球科学的実態の解弱

(2)エネルギｰ･鉱物資源の探査と評価

(3)国土の環境保全･自然災害の予知･防止

(4)先進国との研究協力と発展途上国に対する技術協力

等の調査研究活動を通じて社会経済の発展国民福

祉の向上及び国際協調に貢献するとともに地球科学の

進歩に寄与することを使命とする.

地質調査所が行う研究には経常研究工業技術院指

定研究工業技術院特別研究環境庁国立機関公害防止

等試験研究科学技術庁科学技術振興調整費による研究

及び工業技術院国際強力事業などがあるがこれらの研

究のうちとくにつぎの7項目を重点研究として取りあげ

これを強力に推進して行くことにしている.

1)5万分の1及び20万分の1地質図幅の作成

国土に関する諸施策の基盤と匁るものでその作

成と充実を図る.

2)地熱資源に関する調査研究

新エネルギｰ資源の1つとして新しい技術的･

理論的観点から我が国の地熱エネルギｰの潜在

能力を高い確度で把握するための探査システム

の開発を図る.特に資源評価技術地熱デｰ

タベｰスの開発を促進する.

3)エネルギｰ･鉱物資源に関する調査研究

エネルギｰ･鉱物資源の実態把握新しい鉱床成

因論に基づく探査法･資源評価技術の開発を行う.

また人工衛星等による資源探査システムの確立

に積極的に取り組む.

4)地震予知等に関する調査研究

国家的プロジェクトとして進められている地震予

知及び火山噴火予知計画において地質学的な研

究分野を分担し関係省庁と協力しながら予知技

術の確立を図る.

5)海域の地質及び地下資源に関する調査研究

国土周辺海域に関する海底地質図等の作成地下

資源の探査･評価を行うとともに深海底の新し

い鉱物資源の探査･評価に関する基礎的研究の推

進を図る.

6)環境保全及び原子力平和利用技術に関する研究

湖沼･沿岸海域における産業公害の予測･防止

地盤沈下の予知及び原子力施設の安全立地を目的

とした調査技術の研究を推進する.

7)国際研究協力

国際産業技術研究等を強力に推進し諸外国の国

立地質関係研究機関等と協力して地質･地下資

源に関する国際的重要課題の解明に努める.

K指定研究･特別研究等

地質調査所は国土の利用･環境保全及び自然災害の

予知･防止等のために欠くことのでき次い地質及び地下

資源に関する研究を行っている.これらの分野におけ

る内外の要請に対応しつつ地質調査所カミ59年度に実施

する工業技術院指定研究及び同特別研究等の課題とその

予算は表1に示すとおりである.

r1.工業技術院指定研究･新エネルギｰ技術研

究開発(サンシャイン計画)

サンシャイン計画はクリｰンた新エネルギｰの利用

のための技術を開発しようという超大規模･超長期技術

開発計画であり太陽地熱水素などのエネルギｰ利

用や石炭の液化･ガス化に関する技術等を対象としてい

る.

地質調査所は地熱エネルギｰ開発のための基礎とな

る地熱資源についての研究を昭和2C年代に開始して基

礎的な成果を積み上げてきた.とくに昭和48年から

はじめた全国地熱基礎調査これに続く地熱開発基礎調

査によって日本の地熱資源賦存地域の分布の大要カミ明

らかになった.さらに昭相55年度からはその開発

を目的とする研究として地熱探査技術等検証調査深

部地熱資源探査技術に関する研究及び国土地熱資源基
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策1表昭和59年度指定研究･特別研究等予算一覧表(単位:千円)

中���昭棚8年度����

項�目���昭和59年度���

�担当部�研究期間�予璋額�予算額���

工業技術院指定研究�1.地熱探査技術等検証調査�地殻黒部�55～59�265,181�227,423��

地熱エネルギｰ探査�2.深部地熱資源探査技術に関する研究�〃�55～60�290,533�2蝸,702��

採取技術�3.国土地熱資源評価技術に閲する研究�〃�59～63�o�1μ､310��

4.国土地熱資源基本図作成に関する研究�〃�55～57�192,9釧�o���

��小計�748,648�621,435���

1｡地震予知に関する地質学･地球化学的研究�環境地質部�59～63�O�150,895���

2.活火山地域の地質及び地下構造に関する研究�〃�59～63�o�16.774���

3.深部鉱物資源のポテンジャリティ評価に関する研究�鉱�床�部�58～62�21.684�17,500�

4.深部火山岩の石油鉱床に関する研究�燃�料�部�59～62�0�6,938�

5.空中磁気探査による沖縄周辺海域の海底地下構造に閲する研究�物�理探�査部�57～59�23.684�23,684�

工業技術院特別研究�6一飯底熱水活動に伴う重金厨資源の評価手法に関する研究�海�津地�質部�59～63�o�28,000

7.西南日本周辺大陸棚の海底地質に関する搦究�〃�59～63�o�27.808���

8.地麓予知に関する地下ガスの醐究�環�境地�質部�58�31,876�0�

9.地殻活構造反ぴ岩石破壊機構に関する研究�〃�54～58�90.656�o���

10.地震波速度の変化に関する研究�〃�54～58�33,538�O���

11｡火山地域の地質及び地下構造に関する研究�海�洋地�質部�54～58�31,975�O�

12.日本周辺大陸棚精密地質に関する研究�〃�54～58�35,661�O���

��小計�269,074�271,599���

原子力平和利用技術�1.断層の活動性調査法の標準化に関する研究�環境地質部�57～60�53.613�50,745��

��小計�53,613�50.745���

1.湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究�南洋地質部�59～63�o�65,731���

産業公害特別研究�2.開口性沿岸海域開乗に伴う底質汚染予測技術に関する概究�〃�58～62�31.225�31,090��

3･地下水利用に伴う地盤沈下の予測技術に関する研究�環境地質部�58～62�19,594�31.708���

4｡湖沼撞積物の調査技術に関する研究�南洋地質部�56～58�42,041�O���

��小計�92.860�128,529���

1.地震断層､活踊層及び地震予知に関する研究�海外地質調査協力至�55～58�4,143�4,302���

2.耐火物資源に閲する研究�〃�58～60�5,601�5,303���

国際研究協力事業�3｡力一ポナタイト鉱床に関する研究�〃�58～60�4,792�4,931��

4.油,ガス田地域の新生代層序対比に関する研究�〃�58～61�3,576�2,924���

5.非火山地域の地熱エネルギｰ開発に関する研究�〃�55～58�5.324�0���

6.火山岩･深成岩に伴う鉱物資源の研究�〃�56～58�4,001�o���

��小計�27,437�17,460���

��合計�1,191,632�1,089,768���

本図作成に関する研究を進めているがこれらのうち

国土地熱資源基本図作成に関する研究は昭和58年度で終

了し昭和59年度には新たに国土地熱資源評価技術に関

する研究を開始している.

亙.1･1.地熱探査技術等検証調査

〔方針〕

広域かっ大規模な深部地熱資源の開発を促進するため

本研究を行う.これまでに蓄積されてきた探査技術の

成果について集大成するとともに仙岩･栗駒両地域に

おける研究を通じ探査技術等の検証を行いまた両地域

の資源評価を行う･併せて地熱デｰタベｰスの完成に

つとめる.

1984年5月号

〔計画の大要〕

探査技術等の検証のための坑井調査を行う･また資

源評価のための総合解析を行う.併せて地熱デｰタベ

ｰスの研究を行う･研究計画は大別して4つの計画か

らなりそれぞれ次の様な内容の研究を行うこととする.

�

仙岩地域における研究

坑井を利用して地熱流体を化学的に評価する化学検

層を行い新エネ機構(NEDO)が行う調査結果と併

せて総合解析し深部地熱の検証を通じて資源評価を

行う.

栗駒地域における研究�
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新エネ機構(NEDO)カミ行う調査結果と併せて総合解

析し断裂系に支配された深部地熱資源の評価を行う.

3.総合解析の研究(全体モデル総合化)

深部地熱モデルを総合化する研究を行う.このた

め地質物理化学の各分野からそれぞれ深部地熱モ

デルを描くとともに各々のモデルについて不一致の

要因を追及しモデルの総合化を図る.

4.デｰタベｰスの研究

開発されたシステムについてソフトウエアの拡充と

整備システムの保守･管理を行い上記総合解析研究

等に資する.

I.1.2.深部地熱賓源探査技術に関する研究

〔方針〕

深部地熱資源についての探査手法について研究する.

またその評価手法について研究する･以上を併せて地

熱資源の合理的探査法の確立を行うことを目標とする.

〔計画の大要〕

1.深部熱水系探査の研究

1)SE法の研究

野外観測を継続するとともに測定･観測システ

ムの高精度化を進める.SE発生機構解明のため

の地殻応力測定も引続き行う.

2)流体を含む岩石物性の研究

種々の環境下で岩石の破壊実験を行いAE信号

を記録･解析しSE信号との比較･検討を行う.

3)流動電位法の研究

地熱発電が開始された地域において野外観測を行

い開始前のデｰタと比較することにより熱水流動と

流動電位の関係を定量的に検討する.

4)深部電磁誘導法の研究

深部電磁誘導法のハｰドウエアを開発するととも

に時間領域法CSMTおよびコンタクテイビティ･

アノマリｰ法の予備的実験を行う･

2.熱源予測手法の研究

1)放射性年代測定法の研究

イオニウム年代測定法とK-Ar法FT法を比較し

イオニウム年代測定法の有効性を検討する.

2)マグマ温度測定法の研究

パイロキシン大量迅速処理手法を新潮火山後半噴

出物に適用しマグマ温度の資料を得る.

3)火山圧力計の研究

石英以外の造岩鉱物中の包有物に対してマグマ溜

りの圧力測定法の適用を試みる.

4)高温岩体の熱履歴の研究

高温岩体熱水系境界領域の熱履歴を明らかにす

るためにモデルフィｰルドにおいて変質岩の微量

化学分析等を行うとともに熱水系活動の復元を試

みる.

3.容積法の研究

前年度に引き続き容積法による地熱資源評価手法を

確立するためモデル地域について温度算定手法の開発

を行うとともに地質変質水質デｰタ等を組合せ

た評価手法の研究を行う.

I･1･3･国土地熱資源評価技術に関する研究

〔方針〕

我が国の地熱資源に関わる既存の情報に全国地熱資

源総合調査の新たなデｰタを加えて我が国の地熱資源

評価を行うとともにこれに基づいて地熱資源賦存量

分布図を作成する.

写真ユ地熱デｰタベｰス解析室

〔計画の大要〕

我が国の地熱資源に関するデｰタのバンキングを継続

するとともに地熱資源評価手法を開発する.

�

㈮

㌮

広域規模地熱資源評価の研究

既に調査の進んでいる地域をモデノレフィｰルドとし

て広域規模の地熱資源モデルを作成し評価手法につ

いて検討を行う･とくに本年度は熱水対流型資源を

対象とする.

全国規模地熱資源評価の研究

九州･東北･北海道をモデルケｰスとして全国規模

の地熱資源評価手法について検討を行う.特に本年

度は火山性熱水対流型及び深層熱水型を対象とする.

デｰタベｰスによる評価手法の研究

資源評価を行うに必要な地熱デｰタのべ一ス化を継

続するとともに資源評価のためのコンビュｰタソフ

地質ニュｰス357号�
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トウエアを作成する.

r2.工業技術院特別研究

昭和59年度に地質調査所が実施する工業技術院特別研

究は地震予知技術資源開発利用技術あるいは海洋

開発技術の分野(大項目)に属する以下の7テｰマである･

<地震予知技術>

1.地震予知に関する地質学･地球化学的研究

<資源開発利用技術>

2.活火山地域の地質及び地下構造に関する研究

3･深部鉱物資源のポテンジャリティ評価に関する研

究

4.深部火山岩の石油鉱床に関する研究

<海洋開発技術>

5.空中磁気探査による沖縄周辺海域の海底地下構造

に関する研究

6.海底熱水活動に伴う重金属資源の評価手法に関す

る研究

7.西南目本周辺大陸棚の海底地質に関する研究

I.2.1.地震予知に関する地質学･地球化学的研究

〔方針〕

第5次地震予知計画の一環として1.活断層の全国

的把握と活動様式のモデル化2･震源域における岩石

の応カｰ破壊過程及び3.地下ガスによる地震予知手

法に関する研究を推進し地震予知技術の向上を図る.

〔計画の大要〕

1､活断層の研究

1)50万分の1全国活構造図の編さん:r青森｣r網走｣

写真2丹那断層における地下ガス成分の測定

1984年5月号
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r旭川｣図幅の調査編さん及びr釧路｣r金沢｣r岡

山｣r福岡｣の印刷出版.

2)地震発生機構の地域的特性の解明(本小項目は昭和60

年度より実施の予定)･

3)活断層･活構造のデｰタベｰス化:デｰタベｰス全

体のシステムデザイン基本ソフトウエアの作成及

びテストデｰタの入力

4)活断層精密調査手法の研究:阿寺断層等主要活断層

地域における活断層精密調査活断層の変位運動の

モデル化活断層探査新技術の開発.

2.震源域における岩石の応力一破壊過程の研究

1)地殻物性測定法の研究:応力の現位置測定のための

応力変化精密観測装置の設計長区間地震波速度測

定のための現地予察｡

2)応力下における岩石破壊先行現象の実験的研究:三

軸破壊実験用AE制御試験装置等の実験用機器の導

入･整備及びプログラム開発予備的実験.

3.地下ガスの研究

1)活断層地域における地下ガスの研究:活断層周辺の

土壌及び地下水中のガス成分の経時的変化平野部

の潜在活断層周辺の土壌ガス成分と断層活動度等と

の関係､

2)地下ガス測定･解析システムの研究:地下ガス中の

ヘリウム･水素･二酸化炭素･アノレゴン･酸素･窒

素等の自動測定装置の試作予備実験.

I.2.2.活火山地域の地質及び地下構造に関する研究

〔方針〕

地震探査等による活動的でカノレデラを伴う火山の地下

構造の解明及び火山噴出物の分布活動吏など火山地質

の研究を総括した火山地質図の作成により火山噴火予

知に資する.

〔計画の大要〕

1.活火山の地下構造の研究

百般型振源装置を導入し火山地域に反射法地震探

査を適用するための予備的実験を行う.

2.活火山の地質の研究

樽前山の調査を行い同火山の地表地質･噴出物･

火山活動吏等を総括し火山地質図の原図を作成する･

亙.2.3.深部鉱物資源のポテンジャリティ評価に関する研

究

〔方針〕

本研究は基礎的金属である銅鉛亜鉛金銀及

び稀金属として重要なモリブデンスズタングステン�
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等を対象とし鉱床形成の場のモデル化と深部ポテンシ

ャル評価手法の開発を行いこれを利用して地表1～2

kmまでの国内鉱物質源のポテンジャリティ評価を行う.

〔計画の大要〕

対象とする鉱床形式は大規模鉱染型鉱床黒鉱型鉱床

スカルン型鉱床及び鉱脈型鉱床とし以下の研究を行う.

1.鉱化流動体の流れの研究

流体包有物及び同位体等の研究により鉱化流動体

の流れ金属元素の濃集機構を明らかにする･

2.鉱床形成の場の深部地質構造の研究

資源衛星映像重力杢中磁気試錐等のデｰタを

総合的に解析し鉱床形成の場の深部地質構造を明ら

かにする.

3.岩石中の金属の挙動の研究

対象金属元素のバックグラウンド値の変動と鉱床

形成との関連を知るために広域的にサンプリングを

行い各種岩石中の金属元素の挙動を明らかにする｡

4.鉱床形成システムのモデノレ化

上記1～3により鉱床形成システムのモデル化を行

い深部潜頭鉱床の指示要素を明らかにする.

5.ポテンジャリティの評価

1～4の結果を広域的に応用し重点地域に対して

深部鉱物資源のポテンジャリティ評価を行う.

亙.2.4.深部火山岩の石油鉱床に関する研究

〔方針〕

本研究は堆積盆構造解析システム及び根源有機物の

分類･熟成度指標を用いて深部の火山岩貯留岩について

石油･ガス鉱床形成機構を解析し新しい探鉱システム

を確立する.

験を行い堆積当初から現在に至る地層の堆積･変形

過程と歪域発達状況を明らかにする｡

I･2･5･空中磁気探査による沖縄周辺海域の海底地下構造に

関する研究

〔方針〕

沖縄本島周辺海域の海底地下構造を解明し石油･天

然ガス賦存可能性の評価のための基礎的資料を得るため

次の調査研究を行う｡

1.空中磁気探査を実施して20万分の1杢中磁気図磁

気基盤図を作成し堆積盆の規模･形状を把握する･

2.室中磁気情報により地下熱構造の解明を図る.

〔計画の大要〕

1･沖縄本島周辺海域において空中磁気探査を行い

IGRF残差磁気異常図を作成し調査海域の大局的な

磁気異常を明らかにする.

2･フィルタｰ図IGRF残差磁気異常図を総合的に解

析し磁気異常リニアメント磁気異常振幅等の特徴

を知る.

3･シュミレｰション手法により磁気異常の定量解析を

行い磁性岩体の上面深度を求める.これに基づいて

磁気基盤深度分布図を作り堆積盆の規模形状を明ら

かにする.

4.得られた磁気晴報についてキユリｰ等温面解析を試

み地下熱構造を明らかにする.

亙･2･6･海底熱水活動に伴う重金属資源の評価手法に関する

研究

〔方針〕

本研究では我カミ国周辺200海里水域内における熱水

性重金属資源に関する広域的存在状況調査及び精密調査

〔計画の大要〕

新潟県長岡平野周辺地域を主な対象として下記の研究

を実施する.

1.グリｰンタフ堆積盆の地質･物性･根源有機物の研

究

堆積盆の地質構造火山岩体の岩相分布について調

査･総合を行うとともに攻撃率･浸透率等の物性及び

根源有機物についての有機化学分析赤外吸収スペク

トル解析熱重量分析と石炭組織成分の反射率･蛍光

波長等の測定を行う.

2｡堆積盆発達過程のシュミレｰション実験の研究

深部地層の場合に重要な埋没･変形に伴う物性変化

を考慮して三次元モデルによるシュミレｰション実

写真3三宅島1983年噴火直後の現地調査
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を行うにあたって必要校技術を確立し重金属資源の評

価手法を確立することを目的とする.

〔計画の大要〕

1.海底熱水性重金属資源存在指標の検出とモデル海域

の選定

伊豆･小笠原北部海域の火山･海領域のうち従来

の調査デｰタから重金属資源の存在可能性が高いと予

想される海域について広域的に海底の地質･地球物

理調査及び海水の地球化学調査を行い海底の地質構

造特性(断層系の発達)･物性及び海水の化学組成の

特徴(メタン量等)のうちから熱水活動及び重金属

資源の存在指標を検出し精密調査の対象となるモデ

ノレ海域を選定する.

2｡調査技術･手法の研究

調査対象となる海域が火山･海嶺域という複雑な

地形をもつこと及び海底火山活動･熱水活動の存在す

る徴候を得ることが調査の基本とたるため従来とは

異なる観点からの調査カミ必要放ことから次の研究を行

う.

1)各種センサｰ海底カメラ等の曳航技術

2)海底表層微細構造図の作成技術

I.2.7｡西南日本周辺大陸棚の海底地質に関する研究

〔方針〕

西南目本周辺大陸棚大陸斜面の海底地質及び表層堆

積物の特性を解明して海底鉱物資源の探査に資すると

ともに沿岸域開発利用環境汚染防止対策地震予知

対策等多方面にわたって有効在地球科学的基礎資料を提

咲する.

〔計画の大要〕

九州南部海域(種子島付近野間岬沖の2区画域)を対象

に白嶺丸による80目の海上調査研究を実施し更に得ら

れたデｰタについて処理･解析のため室内研究を行う.

1｡音響層序の研究

大陸棚及び斜面域について音響的に層序･構造を

研究しこれら海域の構造発達吏を明らかにしそれ

と資源賦存との関係について考察する.

2.深部構造の研究

地殻深部の構造を地球物理学的に把握し上部地質

構造形成の地質学的背景を研究する.

3.表層堆積物の研究

表層の堆積物について分布特性から形成吏を明ら

1984年5月号

がにするとともにそれに伴う鉱物組成の特性変化か

ら単一鉱物種の濃集帯を明らかにし将来的な資源

的活用への基礎資料を提供する･

4.調査技術及び調査手法の開発

調査技術に新技術の開発･導入を図り本研究の当

初の目的を推進する.

r3.原子力平和利用技術特別研究

この研究は原子力の開発及び平和利用を推進すること

によってエネルギｰ源の確保社会福祉と国民生活の

向上科学技術の進歩並びに産業の発展に資するために行

われるものである･当所では原子力施設の耐震安全

性確保に関連する“断層の活動性調査法の標準化に関

する研究"を実施する.

I.3.1.断層の活動性調査法の標準化に関する研究

原子力施設の耐震安全性確保のためには敷地周辺で

発生する地震の規模･頻度の適切な見積りが不可欠であ

りそのため敷地周辺の断層から生ずる地震活動の評

価カミ要求されている･また敷地内の断層の活動性評

価も地盤の安全性判定のためには不可欠である.

本研究は敷地内及び敷地周辺における断層の活動性

調査法の標準化を行いより精度の高い合理的な耐震安

全評価に資することを目的とする.このためテスト

フィｰルドの活断層について従来の調査手法を検討する

とともに必要た実証調査を行い新方式を含む調査方式

･手順･内容の適正規模･地震活動性判定区分法なども

標準化する.

〔計画の大要〕

地形･地質条件や断層性状等が互いに異なる①盛岡

･花巻地域及び②丹後半島地域において従来用いら

れた各種の地形･地質調査を試験的に適用しその結果

を従来の各種調査事例と比較検討しつつ地形･地質条

件や断層の性状に応じた断層活動性評価のための調査手

法と手順(マニュアル)の標準化を図る.

昭和59年度は本研究第3年度として次の2点を目

標に研究を進める.

①盛岡･花巻地域(縦ずれ活断層分布地域)においては

昭和5758年度に実施した各種調査手法の総括を行うと

共に補備調査を行って縦ずれ活断層地域における標

準的調査法のマニュアルを作成する.

②丹後半島地域半島地域(横ずれ活断層分布地域)にお

いては活断層に沿う地域の活断層地形･地質調査を

実施すると共に活断層の活動性評価のためのボｰリング�
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調査電気探査地化学探査等の各種調査法を適用しこ

れら各調査法の結果と比較検討することにより横ずれ

活断層地域における標準的調査法のマニュアル化を図る.

r4公害防止技術特別研究

この研究は産業公害対策を実効あるものとするため

に不可欠な公害防止技術の研究開発に関するものである.

当所では“湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究"

“開口性沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技術に関する

研究"及び“地下水利用に伴う地盤沈下の予測技術に関

する研究"を実施する.

I･4･3･地下水禾1｣刷こ伴う地盤沈下の予測技術に関する研

究

〔方針〕

地下水の揚水に伴って発生する地盤沈下現象の地表に

おける影響圏をボｰリングコア中に含まれる珪藻･花

粉等の微化石群集を利用する堆積構造から予測するとと

もに地下水の溶存成分の変化をもって過剰揚水にも

とづく地盤沈下現象の発生を予測する技術を開発し地

盤沈下に関する調査･モニタリングのマニュアル作成の

資料とする.

I.4,1.湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究

〔方針〕

水質汚濁の主要な因子の一つである底質汚染の実態解

明のために汚濁原因物質の水域での挙動を湖底堆積物

の分布特性をもとに解明する.

〔計画の大要〕

湖沼汚染底質の挙動に関する一般的法則の確立と湖沼

環境変動吏の解明を通じて水質汚濁機構の解明を行う.

そのために以下の研究項目を順次実施する.

1)湖沼堆積物の分布特性についての実態把握

2)湖沼堆積物の移動･沈積･再移動に関する経路及び

その定量的把握の研究

3)湖沼環境変化についての定量的把握

4)底質による水質汚濁機構の解明

五.4.2.開口性沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技術に関す

る研究

〔方針〕

開口性沿岸域での工場立地に基因する汚染物質の拡散

･沈積及び再移動などの挙動を自然物質トレｰサを用

いて解明し工場立地法に要求される底質環境アセスメ

ント手法の確立を図る.

〔計画の大要〕

現在大規模工場用地開発工事が進められつつある沿

岸海域をモデルフィｰノレドとして底質汚染調査技術の

確立と環境アセスメントのための現地調査指針を作成

する.

1)底質分布特性による汚染物質の沈積域及び底層流々

向の研究

2)浮遊懸濁物質沈積後の再移動評価に関する研究

3)環境指標底生動物凝集の認定と環境評価に関する研

究

〔計画の大要〕

研究の対象地域を近年地盤沈下現象が認められるよ

うになった茨城県取手市周辺に選び以下の研究を実施

する.

1･圧密沈下層の堆積構造特性の研究

取手市周辺の地下物質を確めるために深さ300m

のボｰリング1本を行い試料を採取する.試料は

全層にわたって採取しその微化石灘集の分析粘土

層の鉱物組成や化学組成間隙水の組成などの各種の

試験の結果からボｰリング地点の地下の年代層序と

各々の地層単位の堆積環境を千葉県五井周辺と成東

周辺の標準地層と比較･考察する･

2.水質による予測技術の研究

前年度に水質調査を行った井戸の中から選ばれた観

測井について地下水の反復採取と分析を行う･

瓦5.国際産業技術特別研究

この研究は発展途上国からの技術協力の要請に応え

るために研究協力を柱とする技術移転を計画的総合的

に促進するためのものである･昭和59年度は以下の4

テｰマを実施する一また国際産業技術研究事業の一

環として“沿岸鉱物資源探査"及び“地下水資源開発"

に関する集団研修を実施する.

I･5･1･地震断層活断層及び地震予知に関する研究

〔方針〕

世界有数の地震多発国である日本及びトノレコにおセ･て

代表的な活断層である北アナトリア断層及び中央構造線

の地震地質学的研究を行い両国の地震予知及び地震防

災に寄与する.､両断層の分布構造活動吏荏どの基本

的性格の把握地震の再来周期や活断層の活動度の評価

を行い両者の比較検討を試みる.また既存の地質

断層と活断層活断層と地震断層との位置や性格の相違

地質ニュｰス357号�
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についても検討する.

〔計画の大要〕

1･北アナトリア断層の活構造発達吏を明らかにするた

めに同断層西部のマルマラ海周辺において地震地質

学的精査を行う･エルスノレム付近において1983年

地震断層の調査を行う.

2･四国西部において地震断層としての中央構造線と

活断層としてのそれの位置や活動のずれについて調査

検討する.

I･5･2･耐火物資源に関する研究

〔方針〕

中華人民共和国に賦存する高アルミナ質耐火粘土マ

グネサイト等の而立火物原料の鉱床について鉱床学的に

研究し鉱床の探査手法構成鉱物同定手法等の向上を

図り資源の有効利用に資する.

〔計画の大要〕

昭和59年度は中国河南省河北省及び山東省の馨土

頁岩鉱床及び遼寧省(海域及び大石橋地区)のマグネサ

イト鉱床を対象としその産状成因に関する地質鉱床

学的研究及び鉱石鉱物に関する鉱物学的地球化学的研

究を行い高品位鉱床の探査の指針を与えるとともに

鉱石の品位低下の原因の究明を行う.

積盆地が石油･ガス･石炭資源の主要な探査対象とな

っている･これらの第三系堆積盆地はその規模堆積

環境地質構造等が互いに類似しているので我が国に

おける同分野の研究成果に立脚して他の島弧の第三系

堆積盆地の特性や共通点を明らかにし島弧･造山帯の

石油･ガス･石炭資源探査に有効た指針を与えることカミ

できる.

本研究では日本･琉球･台湾の諸島弧とともに太

平洋の西縁を画するフィリピン島弧を対象として第三

系堆積盆地の特性を把握する.

〔計画の大要〕

フィリピン島弧において比較的地質情報が多いルソ

ン中央堆積盆地の中･北部及び南部の離島地域を中心

として岩相変化･層相変化･古生物層序を研究し標

準層序を確立する･これによって石油･ガス･石炭

層の層準を決定して同堆積盆地内の地層対比を行うと共

に隣接するほかの堆積盆地との地層対比を打って堆

積盆地の性格を把握する･さらに我が国及び琉球･

台湾の堆積盆地と比較検討して島弧系第三系堆積盆地

の特性の把握を図る･また本研究を通じて地層対

比技術及び深部構造解析技術の移転を行うと同時に我

が国に存在しない礁性石灰岩層に胚胎する貯油層の産状

に関するデｰタを獲得する.

I･5･5･国際産業技術研究事業集団研修

I･5･3･力一ポナタイト鉱床に関する研究

〔方針〕

ニオブ稀土類元素ウラントリウム庄どの稀少金

属元素の鉱床を伴うカｰボナタイト岩体は日本のよう

な島弧地域においては産出しない.本研究はブラジル

国においてカｰボナタイトに関連する鉱床の成因を明

らかにしその探査技術を確立することを目的とする.

実施にあたっては日本における優れた岩石学的･地球

化学的手法を充分に活用しその技術移転を図る.

〔計画の大要〕

昭和59年度は前年度の概査の結果に基づいてシャ

クビランガ及びカタロンの2つのカｰボナタイト岩体を

対象に精査を行い主に鉱床周辺の地質･鉱床学的研

究地化学探査に関する基礎的研究及び鉱石の研究を実

施する.

I.5.4.油ガス田地域の新生代層序対比に関する研究

〔方針〕

東アジアの島弧･造山帯においては新生代第三系堆

1984年5月号

1､沿岸鉱物資源探査集団研修

物理探査の手法を中心に沿岸鉱物資源探査のため

の専門技術を習得させ対象国の技術レベルの向上を

図る.専門科目については海上探査･室中磁気探

査及びデｰタ処理などに重点をおき更に集中コｰス

として石油及びリモｰトセンシングの2コｰスを設け

講議と実習を関連させて高度な知識と実際の技術を習

得させることを目標とする.

2.地下水資源開発集団研修

発展途上国における地下水資源の開発及び管理に従

事する技術者を訓練･養成し技術の向上を図ること

を目的としている･したがって本コｰスの集団研

修は地下水開発と地下水管理の科目に重点を置き

これらの科目に関連する講義内容は理論よりも応用に

主眼を置いて研修過程に一貫性をもたせ地下水関

連の広範な知識と実践的校技術を習得させることを目

的としている.�


